大阪府警等による児童ポルノ法摘発事例

　ア．学童保育の指導員が女児を自宅に連れ込み、わいせつ行為を撮影し、その記録物をメールで愛好者仲間に送信。
　イ．公衆浴場での盗撮画像をネット上で愛好者と交換
　ウ．ネットで販売するため児童ポルノＤＶＤを所持
エ．ネットで児童ポルノ画像を販売（全国協働捜査方式※で全国初の摘発）
※全国協働捜査方式とは、IHCから警察庁に寄せられたネット上の違法情報について発信地域を
割り出し、各都道府県警察に情報提供するシステム。平成23年度から実施。
オ．動画ダウンロードサイトの運営会社が、自社のサイトを利用した児童ポルノ画像の掲載・販売を放置。
カ．成人男性が携帯電話のゲームサイト内で女子中学生になりすまし、知り合った男子中学生に裸の写真を送らせ画像収集。（他県警）
キ．ネット上のコミュニティサイトで中高生を対象にモデルを募集し、わいせつＤＶＤを製造・販売（他県警）
ク．保護者が低年齢の娘の裸をネット上で販売（他県警）

○警察が捜査する際の情報源は、保護者や被害児童からの相談やインターネット・ホットラインセンター(IHC)からの通報による。

＜参考＞大阪府警による摘発件数としては、H22年64件、H23年89件、H24.1～3月は43件。
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被害者をつくらない取組みとして、青少年・保護者・学校指導者等に対し、啓発活動を府警、府教委等と連携して進めていく。
